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研究成果の概要（和文）：議院内閣制は、議会と政府を同じ政治勢力が掌握するシステムである。それゆえに、
その政治勢力には大きな権力が委ねられることになる。このような強い権力の出現が許容されてきたのは、政治
エリートへの信頼と政権党による民意の集約が前提とされたからである。しかし、近年、日英両国でこうした前
提が成立しなくなっている。本研究は、議院内閣制を成立させる前提条件が変化する中で、それとは必ずしも一
貫性を持たない、第二院や最高裁判所の活性化、分権化や権力移譲といった制度とその運用に注目し、議院内閣
制に対する影響を考察した。「マディソン主義」は近年の日英両国における政治の動きを捉えようとして導入さ
れた視座である。

研究成果の概要（英文）：Parliamentary systems create strong political power, by giving both 
parliamentary and executive power to certain political party(ies). The justification for creating 
such strong power is the assumption that political elites, who exercise the power, receive trust by 
the people. Thus, parties, parliament = lower house, and the executive were where observers focused 
when studying parliamentary systems. However, recently other institutions were attracting attention 
in both Japan and the UK. They included the upper houses, the devolved bodies (such as the Scottish 
parliament), and the judiciaries. This research was conducted with a focus on the relationships 
between the parliamentary systems with such institutions in both countries. This research argued 
that these institutions were there to control the political power created by the parliamentary 
system, and that the fundamental idea behind them was distrust against power. Madisonian systems / 
reforms were the key concept for this project.

研究分野：比較政治学・政治過程論
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１．研究開始当初の背景 
 議院内閣制は、基本的には、有権者から議
会、議会から政府へとつながる一元的な委任
関係に特徴がある。加えて、議院内閣制下で、
政権党に安定的基盤をもつ政権は、総選挙と
総選挙の間の期間、強力リーダーシップを発
揮することができる。このような強力なリー
ダーシップは、総選挙と議会によってコント
ロールされると想定される一方で、政権党の
凝集性が高い議会は政府のコントロールを
十分に行えない可能性があり、次の総選挙ま
で政府の強いリーダーシップの発揮を可能
にする。このような強力なリーダーシップの
発揮が許容されるのは、政治エリートに対す
る人びとの信頼があり、政権党による民意の
集約が実現されていると想定されるためで
あり、この二つは議院内閣制を成立させる前
提と呼ぶことができる。 
 しかし、近年、日英両国において政治エリ
ートへの信頼は揺らぎ、主要政党の支持基盤
の空洞化も指摘されるところである。議院内
閣制を成立させる前提条件が変化する中で、
これとは必ずしも一貫性を持たない制度や
政治運営のあり方が日英両国で観察される
ようになった。 
 本研究は、これらの現象が議院内閣制のバ
ージョン・アップにつながるのか、それとも
これを本質的に変容させるのか、検討するべ
く、開始された。 
 
２．研究の目的 
 議院内閣制は、政治エリートへの信頼と政
権党による民意の集約を前提としている。し
かし、日英両国において、政治エリートへの
信頼は揺らぎ、権力を担う主要政党の支持基
盤の空洞化が進行しているようにみえる。 
 本研究は、議院内閣制を成立させる前提条
件が変化する中で、日英両国でみられる上院
（参議院・貴族院）の活性化、地方分権と権
限移譲、司法の積極化に注目する。これらの
変化は、権力分立制との親和性が高いことか
ら、本研究は日英両国の議院内閣制に対する
権力分立制的改革を構想し、新しい政治運営
システムの可能性を探求することを目的と
した。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、初年度において、研究の全体的
方向性に関する先行研究の検討を行い、さら
に、日英両国における政権党と政治運営のあ
り方の変化を、集合行為問題と集権化という
観点から実証的理論的に検証した。 
 2 年目では、日英両国における首相の権力
に着目しつつ、これを促進し、反対に制約す
る、議院内閣制の外からの要因の検討を進め
た。特に、日本では参議院を中心とする二院
制に焦点を当てる一方、英国では、貴族院の
活性化、マスメディアの監視の強化、スコッ
トランド、ウェールズ、北アイルランドへの
権限移譲とその後の展開、最高裁判所の議会

からの独立、欧州連合の諸規定や欧州人権裁
判所の拘束力などに注目した。 
 3 年目では、2 年目の分析を継続しつつ、
日英両国における変化の全体像を描く作業
に取り組んだ。特に英国の諸改革については、
英国におけるマジョリタリアン（多数代表
型）のシステムに対するマディソニアン改革
と捉えることで、諸改革に一つの共通項を見
出すことを理論的に試みた。 
 
４．研究成果 
 本研究は、議院内閣制を採用すると言われ
る日英両国において、これとは異なるメカニ
ズムで作動する制度や政治運営の方法を見
出し、それらが権力分立制的機能を発揮して
いることを確認した。 
 英国政治では、1998 年人権法と最高裁判所
が政府と議会を、移民問題やテロ対策問題な
どに関連して人権問題という観点から制約
していること、また、権限移譲を受けて、中
央の議会と政府が、イングランド以外で集権
的な政策運営を行うことができなくなって
いることなどを明らかにした。 
 こうした一連の改革の多くは、政治不信と
政府不信を受けて、人びとの信頼を取り戻す
べく実践された面がある。同時に、英国にお
ける裁判所の強化は、EC/EU 法の国内への受
容との関連で法理論的に可能になったとも
指摘できる。それゆえ、英国の EU 離脱とい
った現実政治の動向が本来的には最高裁判
所のあり方に影響することは理論的には考
えにくいが、実際問題として英国の EU 離脱
により最高裁判所のあり方が変化するのか
否か今後の研究の中でも注目される。 
 なお、本研究では、英国の University 
College London 所属のメグ・ラッセル教授を
招聘し、二院制や英国の政党政治の現状につ
いて講演してもらうとともに、他の専門家も
招くかたちで多くの充実した研究交流を行
った。 
 具体的には、2016 年 3 月 26 日に成蹊大学
にて開催された「議院内閣制に対する権力分
立制的改革の日英比較分析研究会」（基盤研
究(A)「二院制に関する動態論と規範論の交
差的研究」（研究代表者: 岡田信弘北海道大
学教授）との共同開催）、同年 4 月 1 日に衆
議院第二議員会館にて開催された「政党は誰
のものか—ジエレミー・コービン党首選出に
みる英労働党組織論(Who Owns a Political 
Party? – An Organizational Perspective 
from the Corbyn Leadership)」と題する講
演会、同年 4月 4日に国立国会図書館にて開
催された二院制に関する研究会(タイトル: 
Recent Developments in the British 
Parliament and Parliamentary Studies)が
ある。 
 日本政治については、参議院の党派構成に
よって政治運営全体のパフォーマンスが変
わることを確認した一方で、それが制度内在
的帰結であることも示した。このことは、日



本の政治運営システムが大統領制や議院内
閣制、半大統領と並列に位置づけられる、
Steffen Ganghof（ポツダム大学）の言うと
ころの「半議院内閣制(semi-parliamentary 
government)」に当てはまることを意味する。
日本の政治運営システムは、比較政治学的に、
英国とは異なり、オーストラリアといった国
と同じ類型に属するのである。ただし、本研
究では、問責決議に関わる参議院の権限の行
使の仕方が半議院内閣制から逸脱する面が
あり、それが制度全体を不安定化させている
と指摘している。 
 他方、本研究では、首相の権力については、
集合行為問題という概念に着目することで、
議院内閣制と半議院内閣制を横断した説明
が可能であることを論証している。 
 本研究は、こうした様々な制度変更や制度
運用の変化が日英両国の議院内閣制に対し
ていかなる意味を持つのかを問うものであ
った。特に本研究は、マディソン主義的改革
という視座を導入することで、一連の改革を
捉えることを目指した。ここでいうマディソ
ン主義とは、政治権力に対する不信感に基づ
き、権力の主体を分割した上で、高次のルー
ルでこれを拘束しようとする発想である。 
 こうした視座を導入してみると、英国の諸
改革は確かにマディソン主義的改革である
と評価できる。ただし、それはマディソン主
義的システムが英国の議院内閣制に接ぎ木
されて、別のシステムに変質したことを意味
するものではなかった。本研究の結論として
は、英国におけるマディソン主義的改革は、
あくまで権力融合型の議院内閣制のバージ
ョン・アップと捉えるのが順当であるという
ことになる。 
 他方、日本政治における二院制はマディソ
ン主義的改革の帰結というよりも、当初より
マディソン主義的システムそのものと位置
づけられる。半議院内閣制と位置づけられる
所以である。ただし、日本政治特に政党政治
における 2012 年以降の展開の中で、マディ
ソン主義的システムやマディソン主義的改
革と捉えられる現象は、他の場面では見出せ
ず、二院制についても両院で同じ政治勢力が
多数を掌握する条件下では集権的なシステ
ムを修正することにはつながっていない。日
本の政治システムが政党政治と密接に連動
して作動してきた証であろう。制度としては
半議院内閣制であっても、集権的な議院内閣
制とパフォーマンスにおいて差異がない場
合、どのようにその政治運営システムを位置
づけるのが妥当なのか。システムの全体的方
向性については、引き続き、検討する必要が
ある。 
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